研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　総務チーム　　　　職　種　事務員　　　　　　氏　名　　稲森　純

	期　　間　　平成22年12月3日　～　平成22年12月3日

	出張目的　講習会「一般事業主行動計画策定のために」および「個別相談」

	出 張 先　八戸グランドホテル

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


　１、改正育児・介護休業法及び次世代法に向けた社内制度の改革について

【育児・介護休業制度見直しのポイント】

◎育児休業関係

・配偶者の出産後８週間以内の期間にされた最初の育児休業は、再度取得可能・

・配偶者が専業主婦(夫)や育児休業中の場合等は、労働者の育児休業の申し出を労使協定により拒める規定を削除

・子が１歳２ヶ月に達するまでの間に最長１年間の育児休業を取得可能とする

・育児休業を再取得可能となる特別な事情として、育児休業に申出に係る子が①負傷、疾病または障害により２週間以上の期間にわたり世話を必要とする常態になった時②保育園への入所申し込みをしているが、待機児童となっている時

・育児休業の申出がされた時は、次の事項を労働者へ書面で通知すること(義務化)

①休業、休業期間の変更、休業撤回の申出を受けた旨

②休業開始予定日及び終了予定日

③期間変更後の休業の開始予定日及び終了予定日

④休業の申出を拒む場合、その旨及び理由(特例)

◎介護休業関係

・介護休業の申出がされた時は、次の事項を労働者へ書面で通知すること(義務化)

①休業、休業期間の変更、休業撤回の申出を受けた旨

②休業開始予定日及び終了予定日

③期間変更後の休業の開始予定日及び終了予定日

④休業の申出を拒む場合、その旨及び理由(特例)

◎子の看護休暇関係

・小学校就学前までの子が１人の場合は年５日間、２人以上の場合は年１０日間の休暇を付与する。

・休暇取得理由に「子の予防接種や健康診断を受けさせること」を追加。

◎介護休暇

・要介護状態にある対象家族が１人の場合は年５日間、２人以上の場合は年１０日間を限度として介護休暇を取得できる制度を整備すること。

◎育児のための所定外労働の免除関係

・３歳に満たない子を養育する労働者が請求した場合、所定外労働時間を越えて労働させない制度を整備すること。

◎育児のための時間外労働の制限関係

・配偶者が専業主婦(夫)や育児休業中の場合等は対象外とする規定を削除し、専業主婦(夫)であっても制限の請求を可能とする。

◎育児のための短時間勤務関係

・３歳に満たない子を養育する労働者について、労働者が希望すれば利用できる短時間勤務制度(原則１日６時間)を設けること。

・労使協定の適用で、短時間勤務を除外された労働者については、育児休業制度に準ずる措置又は時差出勤などの代替措置を設けること。

・配偶者が専業主婦(夫)や育児休業中の場合等は、労働者の短時間勤務の申出を労使協定により拒める規定を削除し、専業主婦(夫)であっても短時間勤務を取得可能とする。

◎育児・介護休業等の申出関係

· 労働者から申出があり、事業主が適当と認めた場合は、書面の他、FAXや電子メール(出力して書面が作成できるものに限る)でも可能となったこと。

【考察】

改正育児・介護休業法が施工され、以前よりも家庭と仕事の両立できるような対策講じられている。これらの法律を就業規則へ早急に反映させることと、スタッフへの周知が求められる。育児休業に関しては、ママだけでなく、パパも取得しやすい環境作りが重要となる。育児は母親だけでは出来ないし、するものでもない。ましてや、核家族化により、祖父母と同居している家族は多くはない。そのような現状において、夫婦の協力なしには育児は成り立たない。今、“イクメン”というものが話題となっているが、今よりももっともっとイクメンが増えてくれるような制度や企業内での取り組みとともに、人々の意識改革も必要となる。

２、両立支援レベルアップ助成金について

育児・介護雇用安定当助成金(料率支援レベルアップ助成金)の支給

(財)21世紀職業財団より、事業主に対して助成金を支給している。





· 助成金申請に当たっての留意事項

· 助成金は、雇用保険の適用事業主、事業団体に支給される。

· 枝王道保険料を納入していない事業主等、及び過去に助成金に監視、不正行為を行った事業主等については、支給を受けられない場合もある

· 支給申請から支給決定までの間及び、支給終了後において出勤簿・賃金台帳等の添付書類提示を求める場合もある。

· 中小企業事業主の範囲は、「資本又は出資の額」又は、「常用労働者数」のいずれかが下記に該当する場合である。
	
	小売業
	サービス業
	卸売業
	その他の業種

	資本又は出資金
	5,000万円以下
	5,000万円以下
	1億円以下
	3億円以下

	常用労働者数
	50人以下
	100人以下
	100人以下
	300人以下


【代替要員確保コース】

育児休業復帰後、育児休業取得者を現職(休業直前の部署及び職務)又は、現職相当職に復帰させる旨の取り扱いを労動協約又は就業規則に想定し、育児休業取得者の代替要員を確保し、かつ育児休業取得者を現職等に復帰させた事業主に、一定額を助成する。




≪受給できる額≫

原職等復帰について、平成12年4月1日以降新たに就業規則等に規定した事業主

	
	支給対象労働者1人当たり

	①支給対象労働者が最初に生じた場合
	中小企業
	50万円(40万円)

	
	大企業
	40万円(30万円)

	②2人目移行の支給対象労働者が生じた場合

最初に支給対象労働者が生じた日の翌日から5年間、①と合せて1事業所当たり1年度10人まで
	中小企業
	15万円

	
	大企業
	10万円


原職等復帰について、平成12年3月31日までに既に就業規則等に規定している事業主

	
	支給対象労働者1人当たり

	支給対象労働者が生じた場合

平成12年4月1日以降、最初に支給対象労働者が生じた日の翌日から5年間、1事業所当たり1年度10人まで
	中小企業
	15万円

	
	大企業
	10万円


≪受給の手続き≫

1、 申請期間

原職等復帰日から6ヶ月を経過した日の翌日から3ヶ月以内。郵送の場合は、簡易書留郵便とし、申請期間末日の消印まで有効。

【休業中能力アップコース】

育児休業又は介護九兆取得者がスムーズに職場復帰できるよう、職場適応性や職業能力の維持回復を図る措置(職場復帰プログラム)を実施した事業主当に支給

· 職場復帰プログラム

いずれか1つ以上実施することが必要

①在宅講習　　　　；事業主当が作成した教材、選定した教育訓練施設の口座教材等を用いて、休業期間中のあらかじめ選定された期間に休業者の自宅等において実施。

　　　　　　　　　　1ヶ月以上の実施(支給限度；12ヶ月)

　　　　　　　　　　休業者の現在の仕事、近く就く予定の仕事に関連した講習

②職場環境適応講習；休業期間中に、事業主等が自ら実施

　　　　　　　　　　休業者が、休業期間中に職業能力の維持回復を図るために受ける講習等

　　　　　　　　　　月1日実施(支給限度12ヶ月)

③職場復帰直前講習；休業期間中に、事業主当が自ら実施、選定した教育訓練施設で実施

　　　　　　　　　　休業者の職場適応性や職業能力の維持回復を図るために、指導担当者の下に

　　　　　　　　　　実施される講習等

　　　　　　　　　　育児休業終了前3ヶ月間又は介護休業終了1ヶ月間に3日以上(支給限度12日)

④職場復帰直後講習；復帰後に、事業主当が自ら実施又は選定した教育訓練施設で実施

　　　　　　　　　　職場復帰直前講習と同様、休業者の職場定期旺盛や職業能力の維持回復を図るために指導担当者の下に実施される講習等

　　　　　　　　　　休業終了翌日から1ヶ月間に3日以上実施(支給限度12日)


· 職場復帰直前講習と宿場復帰直後講習の療法を実施する場合は、合算して3日以上

· 職場環境適応講習と職場復帰直前講習を同一の月に併せて実施する場合は、当該期間中は職場復帰直前講習に関わる職場復帰プログラムのみ支給

≪受給できる額≫

職場復帰プログラムの内容に応じて算定される。

	
	支給対象者労働者1人当たり(限度額)

	中小企業
	21万円まで

	大企業
	16万円まで


≪受給の手続き≫

1、申請期間

育児休業又は介護休業終了日から起算して1ヶ月を経過した日の翌日から3ヶ月以内。郵送の場合は、簡易書留とし、申請期間末日の消印まで有効。

【子育て期の短時間勤務支援コース】

小学校就学前までの子を養育する労働者が利用できる短時間勤務制度を就業規則に規定し、これらの制度を連続して6ヶ月以上利用した場合に、事業主に支給。なお、複数の事業所を有する事業主については、全ての事業主においうて制度化していることが必要。

· 平成22年4月1日以降に、初めて支給対象労働者が乗じた場合のみ助成対象となる。既に1日の所定労働時間を6時間とする制度を含む助成金の対象となる短時間勤務制度(小規模事業主は少なくとも3歳、その他は少なくとも小学校入学まえの子が対象。助成金の対象となる制度を導入し、連続して6ヶ月以上の利用者が生じている場合は、助成対象とならない。

≪助成金の対象となる短時間勤務制度≫

1日の所定労働時間を原則として6時間をする制度を含む以下の①～③のいずれかの短時間勤務制度を就業規則に定め、連続して6ヶ月以上利用していることが必要。

1 一日の所定労働時間を短縮する短時間勤務　

⇒1日の所定労働時間が7時間以上のものについて、1日の所定朗動時間を1時間以上短縮しているものに限る。

2 週又はつきの所定朗動時間を短縮する短時間勤務

⇒1週当たりの所定朗動時間が35時間以上の者について、1週当たりの所定朗動時間を1割以上短縮している者に限る。

3 週又は月の所定労働日数を短縮する短時間勤務
⇒1週当たりの所定労働日数が5日以上の者について1週当たりの所定労働日数を1日以上短縮している者に限る。

≪受給できる額≫

	1 支給対象労働者が最初に生じた場合

(平成22年4月1日以降に初めて支給対象労働者が生じた場合に限る)
	小規模事業主
	100万円

	
	中規模事業主
	50万円

	
	大規模事業主
	40万円

	②①の支給対象労働者が生じた日の翌日から5年以内に、2人目移行の支給体操労働者が生じた場合


	小規模事業主
	80万円

	
	中規模事業主
	40万円

	
	大規模事業主
	10万円


· 労働者数によって要件及び支給額が異なる。業種・資本等は問わない。

· ①事業主当たり、のべ10人までの支給

· 既に、本コース又は中小企業子育て支援助成金(短時間勤務制度についての助成に係るものに限る)を受給している場合は、支給対象労働者が最初に生じた日の翌日から5年間を限度とし、既に受給をうけている労働者を通算するものとする。

≪受給の手続き≫

1、 申請期間

支給対象労働者を6ヶ月以上短時間勤務制度利用の翌日から引き続き雇用保険の被保険者として1ヶ月以上雇用し、その翌日から3ヶ月以内。なお、支給申請日において支給対象労働者を雇用している必要がある。郵送による場合は、簡易書留郵便とし、申請期日末日までの消印有効。

【育児・介護費用等補助コース】

　労働者が、育児又は家族の介護に係るサービスを利用する際に、それに要した費用の全部または一部を補助する制度を就業規則等に規定し、実際に費用補助を行った事業主及び育児又は介護に係るサービスお行うものと契約し、そのサービスを労働者に利用させた事業主に対して、事業主が負担した額の一定割合を助成するもの。

≪助成金の対象となる育児。介護サービス等≫

1 費用補助の場合

就業規則等に、労働者が育児・介護サービスの利用に要した費用の全部又は一部を補助する制度を設け、実際に労働者がそのサービスを利用し、要した経費に対して事業主が補助を行った場合

2 契約の場合

就業規則等に、労働者に対する育児・介護サービスの提供に関する制度を設け、事業主が育児・介護サービスの提供を行うものと契約し、実際に労働者がそのサービスを利用した場合

· 以下の場合は、助成金の対象となる育児・介護サービスとはならない※

1 配偶者(内縁関係の者を含む)、父母、子、配偶者の父母、その他同居の親族が行うサービス

2 公立保育所及び認可保育所が行うサービス

3 介護保険法に基づく介護サービス

4 病院等による療養を目的とするサービス　等

≪受給できる額≫

	
	サービスの内容
	助成率
	限度額

	中小企業
	育児に係るサービス
	4分の3
	1年間(1/1～12/31)につき、育児・介護サービス利用者①人当たり30万円(中小企業事業主40万円)、かつ、①事業所当たり360万円(中小企業事業主480万円)

	
	介護に係るサービス
	2分の1
	

	大企業
	3分の1
	


· 労働者の育児・介護サービス利用料を補助する制度を平成10年4月1日以降新たに設けた事業主、初めて労働者に費用補助を行った場合に、上記の額に加え、1事業主あたり1回限り次の額を支給する。

	
	支給額(1事業主につき)

	中小企業
	40万円(30万円)

	大企業
	30万円(20万円)


≪受給の手続き≫

1、 申請期間

　当年1年間(1/1～12/31)に事業主が負担した育児・介護サービス費用について、翌年1/1～1/31までに提出。郵送による場合は、簡易書留郵便とし、申請期間末日の消印まで有効。

【考察】

上記4つの助成金についての理解が必要である。特に私自身気になったものは、4つめの“育児・介護費用補助コース”である。育児や介護をするにあたっては費用がかかる。例えば、保育園についても、24時間体制の無認可保育園もあるが、認可保育園にくらべ、保育料は一律の為、収入の低い家庭では、無認可に預けることをためらうところもある。しかし、無認可保育園は24時間体制での保育や、年中無休での保育など融通がきく部分が多い為、働く親にとっては、預けやすいという部分もあると思う。事業主が育児にかかる費用を少しでも補助するような規則であると、働きやすいのではないかと、私は思う。

３、行動計画策定から届出・向上・周知まで

仕事と子育ての両立のために、平成２３年４月１日より、従業員が１０１人以上の企業でも、「一般事業主行動計画」の策定・届出・公表・周知が義務となる。

「行動計画」とは、仕事と子育ての両立を図るための雇用環境の整備や子育てをしていない従業員も含めた多様な労働条件の整備などに取り組むに当たって、①計画期間②目標③目標達成の対策を定めるもの。

①計画期間とは、１回の計画期間は、２～５年とし、平成２７年３月３１日まで(次世代法の効力喪失まで)の期間をいくつかに区切ること。なお、平成２３年４月１日から残りの４年度について計画をたてる際は、４年１期、または当面２年(２年終了後にまた２年等の計画を策定する)こととなる。

②目標とは、関係法令で定められている最低基準を上回っており、現状から進んだものであれば、各企業で自由に設定できる。必須項目等はないが、１つ以上策定しなければならない。従業員のニーズを踏まえたものが望ましい。

③目標達成の対策を定めるものとは、目標を達成するために、いつまでにどのようなことに取り組むかを具体的に決める。

　

【義務不履行企業に対するペナルティー】

１、法律上、義務付けられていること

①行動計画の策定・届出

②行動計画の公表

③行動計画の労働者への周知

事業主が、これらの措置を講じない場合、厚生労働大臣は「相当の期間を定めて届出をすべきことを勧告することができる」と定められている。罰則は特に設けられていない。

２、計画未達成時の扱い

・次世代法は、「措置を講じる」以上の権利義務関係を生じさせるものではない。行動計画策定後、実施・達成状況の報告する義務もない。(自主的な状況把握・点検することが望ましいとされている)

・計画達成が難しくなった際の対応は次の通り。

①計画期間の延長(平成２７年３月３１日までの期間で届出た場合は不可能)

②行動計画の変更

③未達成のまま計画終了

①、②の場合は、計画の変更届けを提出する。③の場合は、特に届出の必要はないが、未達成の実情を踏まえ、次期の行動計画を策定する。

【行動計画の届出・公表・周知】

１、届出

　所定の様式で、青森県労働局雇用均等室まで。郵送可。届出様式は、厚生労働省のHPよりダウンロード可能。策定時のほか、変更時も届出の必要がある。 なお、「行動計画」本体の届出は不要となっている。

２、公表

　自社のHPや、「両立支援のひろば」(両立支援に積極的に取り組んでいる企業を掲載しているサイト)の利用や、日刊紙、県の広報誌辺掲載するなどして公表する。

３、周知

事業所内への掲示、書面配布、その他インフラネット等で、従業員がいつでも閲覧できる環境の整備が必要。

※重要事項の策定・変更があった場合は３ヶ月以内に公表・周知すること。重要事項以外の変更があった場合は１年以内に公表・周知すること、となっている。

【考察】

平成２３年４月１日より行動計画策定の義務化ということで、早急に計画策定することが必要となる。子供や要介護者を抱えながらの労働者にとって、今よりはるかに働きやすい職場造りが求められる。

私自身、現在１歳の子供を育てながら働かせてもらっているが、子育てしながら働きやすいような職場を造る為に、法律改正や、企業ごとに就業規則の変更を行い、育児休暇の取得や、時短勤務ができるということは大変助かった。しかし、復帰後一番感じたことは、どんなに法律を整備しても、その法律を就業規則に反映したとしても、同僚や、家族の理解を得ないと働きながら子育てすることは本当に難しい。厳しい。

今回の研修を受講し、『相談窓口の設置』という行動計画例があった。有給取得率８０％を目指すとか、ノー残業デーを１日つくるといった具体的数字を掲げた計画例もあったが、私は、この相談窓口の設置に一番魅かれた。仕事と子育ての両立について相談したり、育児についてわからない制度を聞いたりすることができる場所があるだけでも、働くママ・パパは安心できると思う。また、働くママ・パパだけではなく、子供がいない労働者にとっても、いつ休まれるかわからないとか、どうしても怠勤が多くなる分自分に負担がかかるなどの不満はあると思う。そういったことも相談できる場所があればよいのではないかと思う。
　

3ヶ月以上の育児休業(産後休業含まず)











代替要員確保コース





休業中能力アップコース





子育て期の短時間勤務支援コース





育児・介護費用等補助コース











育児休業取得者の代替要員を確保し、


育児休業取得者を原職等に復帰させたとき





育児休業又は介護休業を取得した労動者が、


スムーズに現職に復帰できるようなプログラム


を実施したとき





小学校就学前(小規模事業主は3歳)まで


の子を養育する労働者が利用できる短時間勤務


制度を設け、利用者が生じたとき





労働者が育児・介護サービスを利用する際に


要した費用の補助を行ったとき





T.O.L





C.E.O





原職等復帰日から引き続き雇用保険被保険者として6ヶ月以上雇用





原職等復帰日から6ヶ月経過した日の翌日から3ヶ月以内に申請





支給対象労働者の代替要員を派遣もしくは予行によし、新規に確保し、かつ、当該育児休業期間中において3ヶ月以上確保





育児休業中(3ヶ月以上)又は介護休業中(1ヶ月以上)





休業終了日から1ヶ月間





左記翌日から3ヶ月以内に申請








